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子どもたち 未来のために 
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予算要望 / 妊婦健康診査の公費負担額の拡充を求める要望
いわゆる妊婦健診の公費負担の拡充を要望しました。全

国の平均額に対し横浜市の公費負担額は82,700円となって
おり、早期の拡充が求められていました。このたび、補正予算
が成立し、一律５万円が上乗せされます。今後は産後の支援
のさらなる拡充も、求め
てまいります。出産費用
助成、小児医療費無償
化の拡充などと合わせ、
子育てしやすい横浜を
推進してまいります。

地域要望 / 天王町駅前タクシーのりば
平成26年に、地域から天王町

駅にタクシーのりばを整備して
ほしいとの要望をいただきまし
た。これまで様々な要望を当局に
行い、連立立体交差事業の終了
に伴い、空いたスペースにバスの
りばを移設し、バスのりばがあった場所にタクシーベイを設け
ました。タクシードライバーの皆様も安全に客待ちができてお
り、お客様、ドライバー双方の利便性向上に寄与しています。

令和６年度の所属委員会

予算特別委員会（選挙管理委員会事務局）

自由民主党横浜市会議員団

予算特別委員会連合審査会（総合審査）

本年４月に局の再編があり、当時所属していた「温暖化対
策・環境創造・資源循環委員会」が「脱炭素・GREEN×EX-
PO推進・みどり環境・資源循環委員会」となりました。実質
２年連続での所属となります。
能登半島地震や台湾東部沖地震など、地震や災害の対
策により力を入れたいと考え、今年度は減災対策推進特別
委員会に所属しました。
また、市会運営委員会に
も所属し、３つの委員会を所
管します。
担当の委員会にかぎら

ず、市政に関することでした
ら、幅広くご相談をお受けす
ることが可能です。何かござ
いましたらお気軽にご連絡
ください。

令和６年度は、35名の市会議員が所属する自由民主党
横浜市会議員団（市議団または会派とも言います）の副団
長を務めることになりました。様々な役割を与えられました
が、その反面、地域にいる時間は少なくなります。少しでも
皆様の声を市政に反映すべく、これからも努力を重ねてま
いります。

３月22日の予算特別委員会連合審査会（総合審査）に登
壇し、11テーマ、23項目の質問や指摘、提言（意見・要望）を
しました。

OINT ここがポイント！

常任委員会　脱炭素・GREEN×EXPO推進・みどり環境・
　　　　　　資源循環委員会 副委員長

減災対策推進特別委員会 委員

市会運営委員会 委員

降雪時の道路交通（一部抜粋）　
質　関東地方で大雪となり、首都圏
では、これまでに前例のない大規模
な通行止めが実施され、横浜市に
おいても、保土ケ谷バイパスや第三
京浜、横浜新道などの高速道路が通行止めとなり、大渋
滞が発生しました。一生懸命除雪などのご対応をいただ
いたところかと思いますが、今回、一般道には雪が残って
いないなか、高速道路の通行止め解除が遅くなったこと
で、バス等公共交通や物流など社会活動に大きな影響が
出たと考えられます。解除の情報が二転三転しました。高
速道路の早期解除に向け、国や高速道路会社、警察、そ
れぞれに改善点があるのではないかと考えます。そこで、
早期に交通の回復を図るための取組が必要だと考え
ますが、見解を伺います。

答　首都圏で初めての大規模な通行止めとなりまし
た。今回の通行止めに関する課題については、首都圏
の道路管理者で議論し、対応策を公表しました。具体的
には、広報活動の充実や除雪能力の向上などにより、
通行止め時間の短縮に向けて改善を図ることとしてお
り、横浜市も関係者と連携して改善に取り組みます。

３月８日に行われた予算特別委
員会の選挙管理委員会事務局審査
に登壇し、４テーマ（投票率の向上
への新たな取り組み・持続可能な
投票所運営・調査課の新設・地方議
会議員選挙の被選挙権における住
所要件のあり方）、14項目の質問
や指摘、提言（意見）をしました。

質疑に関連
するＳＤＧｓ
１７の目標

総合審査質疑の大項目
●人口増に向けた取組
●待機児童対策
●子どもの貧困対策
●知的障害児・者の医療的ケア
●横浜市立大学附属２病院・
医学部等の再整備
●旧根岸競馬場一等馬見所
の方向性検討

●公共事業における働き方改革
●降雪時の道路交通
●廃棄物処理施設の老朽化対策
●横浜ＢＵＮＴＡＩの開館を契
機とした関内・関外のにぎ
わいづくり
●公園のまちヨコハマ

特別委員会

そ の ほ か

地域で伺ったご意見を基に質疑を行いました。本レポー
トでは、質疑の詳細は割愛しますが、保土ケ谷区は特に山

坂が多く、有権者の皆様から指定された投票所まで行くの
が困難という声を多くいただきます。仏向町の一例を申し
上げると、ご自宅から指定された投票所まで約40メートル
の高低差があり、さらに距離も１キロメートルほど離れて
いる方もおり、隣の投票所であれば、坂を上らず投票所に
行くことが可能であり、また距離も600メートルとなるケー
スもあります。
二重投票を防止するための万全な対策をとった上で、区
内いずれの投票所でも投票できる「共通投票所」の検討を
進めます。
そのほかにも、投票
所の運営や従事者の
皆様の負担軽減策な
ども議論しました。

昭和56（1981）年８月26日生まれ　42歳
横浜市立星川小学校／横浜市立保土ケ谷中学校
神奈川県立保土ケ谷高等学校／帝京大学法学部法律学科 卒業
横浜市内の民間企業を経て／令和５年横浜市会議員選挙 ４期目当選
高校時代に生徒会長を経験／２０代に自治会・町内会役員を経験
現在は青少年指導員（１5年目）／ただいま、4歳の男児を育児中！

令和6年6月21日現在の活動報告（質疑はその時点の内容）

(twitter)公式サイト Instagram LINEFacebook

日々の活動報告、
政策など、
内容盛りだくさん！

　４期目の任期も１年が経過しようとし、公約実現への取り
組み、推進してきた施策の拡充など、これまで取り組んできた
ことや、新たに取り組むべき課題への対応を常にしています。
それらを念頭に置いたうえで、かぎりある質問時間を有効に
活用すべく検討に検討を重ね、論戦に臨みました。
質問や意見、要望などは山ほどありますが、会派の政策委

員会でも様々な意見を交わしながら、質疑当日に登壇する3
名の議員と役割分担をし、市民本位の観点から選んだ11
テーマ、23項目の質疑を約15分間行いました。
見送った内容の一部は会派の仲間に託すとともに、あらゆ

る機会で指摘・要望等を行ってまいります。
本レポートでは、11テーマ中、７テーマの一部のやり取りを

ご紹介します。いそべ圭太ホームページでは、すべてのやり取
りをご覧いただくことができますので、ぜひご覧ください。

OINT ここがポイント！

みなさまの
声をお聞かせ
ください！

質疑に関連
するＳＤＧｓ
１７の目標

いそべ圭太
議会報告

予算特別委員会
連合審査会
（総合審査）

質疑の全容はこちらから

OINT ここがポイント！

いそべ圭太
議会報告

予算特別委員会
（選挙管理事務局審査）

質疑の全容はこちらから

質問

答弁
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人口増に向けた取組（一部抜粋）
質　出生数は前年より41,097人減少し、８年連続での
減少となり、危機的な状況です。18から49才の男女、約
22,000人を対象とした民間のアンケート調査では、子ど
もを望まない若年未婚男女は増え続けて半数以上、女性
はそのうちの約4人に1人が「将来考え方が変わった時の
ために子どもを授かれる可能性を残しておきたい」と未
来の選択肢を広げることを望んでいる。変化の多い時代
で妊娠・出産とキャリアの両立に悩む女性は増え、半数を
超えていること。２つ目の例として、日本総合研究所の調
査では、出生数減少の背景として、コロナ禍で顕在化した
婚姻数の減少を大きな要因と捉え、生涯結婚するつもり
のない方の割合が2021年の数値で男性17.3％、女性
14.6％と、2000年代以降上昇傾向にあり、とりわけ近年
は女性でその傾向が顕著であることが大きいと分析して
います。横浜市の「合計特殊出生率」は、令和４年の数値
は1.16で、ここ20年で最低の水準です。そこで、
ここ20年で最低となったことについて、どのように受
け止めているのか、市長に伺います。

答 減少傾向が続くことで将来的には、社会のあらゆる
分野で担い手が不足することにより、地域コミュニティ
や市内経済の活力の低下、市税収入の減少、経済規模
の縮小等が想定され、市民サービスの維持に課題が見
込まれると考えています。

質　「2023よこはま自民党政策集　責任と約束」で
は、「子育て支援」として、「切れ目のない、きめの細かい
子供・子育て政策を横浜市独自で進めるとともに国に
対しても対応を求め、市内の出生率を高める」を掲げて
います。そこで、
出生数の増加に正面から取り組むべきと考えますが、
市長の見解を伺います。

答　転入・定住促進の取組を通じて、横浜市における子
育て世代の人口を増やしていくとともに、子育て世代
のライフスタイルに合った支援を通じて、希望する方が
子供を産み育てやすい環境を整備します。

待機児童対策（一部抜粋）
質　横浜市では保育所等の利用者数は引き続き増加し
ていますが、全国で見れば地方都市を中心に定員充足率
が低下しつつあり、横浜市においても地域によっては定
員割れが発生しています。保育所を増やせる状況ではな
く、既存施設の活用が重要です。これまでも保育所等の
空きスペースを活用して１年間限定でお預かりする年度
限定保育事業など、既存の保育施設を有効に活用しなが
ら待機児童の解消を図る取組を進めてきました。そこで、
待機児童対策における既存施設の活用の方向性を市
長に伺います。

答　多様な保育ニーズに応えるという意味で既存施設
の活用は重要な取組です。１・２歳児の保留児童が多い

現状を踏まえ、６年度は、保育所等での１歳児の定員増
に対する補助を拡充するほか、２歳児を受け入れる幼稚
園を拡大します。今後も既存施設の活用をより一層進
めることで待機児童の解消を目指します。

質　既存施設の有効活用という点では、幼稚園も役割
を十分担っており、支援が必要だと考えます。市内の幼
稚園は、これまで預かり保育事業や２歳児受入れ推進事
業など、多様な保護者の保育ニーズに対応いただき、こ
うした取組が待機児童の減少にも大きく寄与しました。
また、在宅の子育て家庭に対し、孤立しないよう親子の
居場所や育児相談・育児講座を実施するなど、地域の子
育て支援にも取り組んでいただいています。幼稚園にお
いても少子化の影響などにより、すでに一部の幼稚園は
定員割れが大きくなり、規模の大幅な縮小を検討せざる
を得なくなっています。「次期子ども・子育て支援事業計
画」の策定にあたっては、幼稚園の果たす役割をしっかり
と議論するとともに、取組を実施する幼稚園へのさらな
る支援策についても検討すべきと考えます。そこで、
待機児童対策や子育て支援に取り組む幼稚園に対し、
次期子ども・子育て支援事業計画では、さらなる支援策
を盛り込むべきと考えますが、市長の見解を伺います。

答　幼児教育を担う幼稚園には、長年に渡り横浜のこど
もたちの健やかな育ちを支えていただいています。多く
の園で預かり保育や地域の子育て支援にも御協力いた
だいており、６年度には、新たに始める「こども誰でも通
園制度」の試行事業にも取り組んでいただく予定です。
次期計画では、これまでの取組や今後期待される役割
を踏まえ、必要な支援策を積極的に検討します。

子どもの貧困対策（一部抜粋）
質　神奈川県が県内の中学２年生の子どものいる約
4,300世帯に対し調査を行い、独自に算出した子ども
の貧困率は10.1％とありました。そこで、
子どもの貧困に対する現状認識を市長に伺います。

答　物価高騰も続く中で、厳しい生活状況の子育て家
庭も多いと認識しています。御家庭の経済状況によっ
て、社会的に孤立をしたり、将来の進路選択の幅が狭ま
ることなども懸念されています。身近な地域や関係機
関が困難を抱える子どもや家庭に気付き、見守りや支
援につなげていくことが重要です。

質　経済的困窮状態にある子ども・家庭に加え、困難を
抱えやすい状況にある層を対象に、支援が確実に届く
仕組みをつくることを目的とし、「横浜市子どもの貧困
対策に関する計画」を策定しました。そこで、
６年度の子どもの貧困対策は、どのようなことに取り組
むのか、伺います。

答　ひとり親家庭の生活の安定と自立に向けた給付金
の拡充やフードサポート事業を開始するほか、困難を抱
える子どもに気づき、支援につなぐ仕組みづくりとして、

子ども食堂等に対する補助金の増額、ヤングケアラー
のＳＮＳ相談等に取り組みます。また、子どもの生活支
援・学習支援など、将来の自立に向けた基盤づくりを着
実に進め、子ども・子育て支援、福祉、教育の取組を総
合的に推進します。

質　少し古い日本財団の研究データですが、こうした子
どもの貧困の放置で生まれる社会的損失は国全体で
40兆円とも言われています。そこで、
子どもの貧困対策に横浜市としてより一層力をいれて
いくべきと考えますが、市長の見解を伺います。

答　所得の低い世帯の暮らしや子育ての悩みなどを分
析し、必要な支援策を検討します。また、ひとり親家庭や
養育環境に課題のある子ども、児童養護施設等を退所
した子どものニーズをきめ細やかに把握し、生活の安
定と自立に向けた支援を充実します。

知的障害児・者の医療的ケア（一部抜粋）
質　医療的ケア児サポート保育園が６年度は新たに12
園認定する予定であること、学校現場での看護師のケア
も整いつつあることなど、医療的ケア児を取り巻く環境
は少しずつではありますが変わってきています。しかしな
がら、身体に障害はないが、知的に障害のある方の医療
的ケアへの支援についても大きな課題があると感じて
います。例えば、糖尿病の治療で必要なインシュリン注射
などの医療的ケアが必要となる場合など、お子さんの成
長に伴って、ご自分でケアをできるようになる方も多く
います。しかしながら、重度の知的障害のある方の中に
は、ご自分での対応が難しい方もいます。親元から独立
した生活を想像したとき、医療的ケアが必要なければ、
福祉サービスを利用しながらのひとり暮らしやグループ
ホームに入居しているイメージを持てるが、医療的ケア
が必要なため、ひとり暮らしやグループホームに入居す
るイメージがもてないとも聞いています。当局は医療的
ケアを必要とする障害児者が利用する福祉施設の現状
について、現在、調査を行っていると聞きました。そこで、
医療的ケアを必要とする知的障害児者が福祉サービス
を利用しやすいよう、福祉サービスにおける医療的ケア
の充実が必要と考えますが、市長の見解を伺います。

答　知的障害のある方の医療的ケアを充実させること
は、将来にわたって安心した生活を送る上で大切なこと
だと考えています。今年度、市内約5,400の事業所など
を対象とした医療的ケアに関する対応状況の実態調査
を行いました。今後、調査結果を基に課題を明らかにし
て、対応策を検討するなど、医療的ケア児者の支援の充
実に取り組みます。

公共事業における働き方改革（一部抜粋）
質　多くの公共工事が年度末を履行期限とし、３月に
工事が集中しています。この常識のように行われてきた

ことを、６年度以降は変える必要があります。横浜市は
独自に、工期１年未満の工事であっても債務負担行為
を柔軟に設定し、年度を跨ぐ工期設定とすることで施工
時期の平準化を図る工事、いわゆる平準化工事を導入
しています。このように効果がある債務負担行為の設定
は、積極的に拡充していくべきです。そこで、
６年度予算において平準化に資する債務負担行為の設
定金額について、５年度との比較及び評価を伺います。

答　年度をまたぐ平準化のための債務負担額は、全会
計で昨年度より31億円増の320億円を設定していま
す。このうち、いわゆる平準化債は約119億円です。工
種によっては、ばらつきがあるため、拡充の余地がある
と考えています。

質　すべての発注課で平準化を意識したマネジメント
をしていく必要があると考えますが、３月工期の工事が
極めて多い発注課もあり、まだ意識が低いセクションが
あると感じています。全庁あげて取組を底上げする必
要があると考えます。そこで、
すべての発注課が平準化を意識して発注改革に取り組
むべきと考えますが、見解を伺います。

答　４半期ごとに区局単位で平準化率の見込みを算出
し、平準化率0.8の目標管理に努めていきます。また、課
ごとに年間発注計画をグラフ化・見える化し、施工時期の
偏りがないよう管理します。こうした仕組みを通じて、全て
の部署で発注改革が進むよう取り組みます。

質　造園工事が冬場に集中することや、学校工事が夏
休みに集中するなど、これまでは、施設管理側や利用者
などの視点での工期設定が慣習になっており、そこに平
準化の視点はなく、これまでどおりの時期と工期で発
注を繰り返していては、何の改善にもなりません。また、
施工者の視点も加味して施工条件を改善することも発
注マネジメントです。例えば、施工エリアに入るために
は施設管理者の立会いが必要で、そのスケジュール調
整が作業時間を圧迫する例もあると聞いています。施
工エリアの分離や鍵の受け渡しの円滑化を図ることな
ども含め、全課できめ細かく対応していただきたいと要
望します。また、週休２日の全工事対象についても、これ
が最終目標ではなく、実績が伴ってこそ評価でき、今は
スタートに立ったにすぎません。発注者側で設定した目
標の達成ではなく、現場事業者のレベルで浸透するこ
とが目指すべきところと考えます。そこで、
平準化や週休２日など、より高い目標を立て更なる浸
透を図るべきと考えますが、見解を伺います。

答　平準化率については1.0、週休２日については達成
率100％を目指すべきと認識しています。業界団体へ
のヒアリング等を通じて制度の浸透状況を把握しなが
ら、週休２日の標準化など、更なる改善も視野に入れて
取り組みます。
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